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動力エネルギーシステム部門ニューズレター

72期部門長に就任して

寒辱~、

4

動力ｴﾈﾙｷ゙ シーステム部門

部門長秋葉雅史

当部門も、今年で5期目とな

り、これまでの部門長や運営委員

をはじめとする各委員会委員の
方々のご努力により、部門組織の

確立、国内外での活動の枠組みが
直に乗って参りました。特に昨

実施され、開かれた活動の道筋も

概ね完了し、運営が軌道に乗って参りました。特に昨

年、副部門長の選挙が実施され、開かれた活動の道筋も
決まり、部門に対する社会の要求にこたえるべく、這進
する時期となりました。

我が国のエネルギー政策の基本である総合エネルギー
調査会による長期エネルギー需給見通しは1969年に策定

され、既に9回の見直しが行われております。従来、エ

ネルギー消費量はGNPの伸びに対する弾性値は大略1.0
と考えられてきたが不況下でも民生用を中心に増え続け

ています。90年に作られた現行の見通しでは2000年度に
おける一次エネルギー総供給量を原油換算5億9700万klと

していたが、92年度の総供給量は既に5億4100万klに達し

ています。供給面では原油価格が安値で推移したため、

全エネルギー供給に占める石油依存度が88年度の57.3％か
ら92年度は58.2％に上昇しました。原子力発電への依存度

は9％から10％に上昇したが、2000年度の13.2％の目標達

戎は困難な状況であります。調査会はこれらの見直しを
6月迄に行う予定にしています。また米国の例では1980
年l人当たりの電力使用量が9196kwhであったのが89年に
は10649kwh(わが国の2010年の使用予想とほぼ同じ）に

増大しています。この事象は豊かさの追求から発生して

いるが、地球環境の保全という人類の共通課題に対しマ

イナスの要因であり、矛盾であります。

エネルギー需要と環境保全の根本的な解決は人口抑制

第8号

を含む人間欲望の制限や価値観の変更など近代文明に対
するマクロ的な再評価と再構築が必要であります。

当部門は、部分的かつ現実的な解決を工学の発展によ
りもたらすべく活動をしている集団であります。従って

登録会員の構成も大半が企業所属者という特徴を有して

います。

エネルギー資源の殆んどを輸入しているわが国の運用

技術は格段に優れているが、特に過去において経験した

公害問題から環境保全技術も高いレベルにあります。ま

た、地理的条件から多種多様の省エネルギー技術や再生

可能エネルギー技術を開発し、実用化しています。

しかしながら、技術は巨大かつ広範囲であるので個々

技術の専門化が進み横の連絡が欠落しつ税あり、この現

象は本学会内でも見受けられます。また世の中のシステ

ム指向や巨大技術に対する軽視は早くも技術の空洞化を
生みつ私あります。以上の認識のもとに、広範囲の学

問分野を網羅する基幹学会の部門として運営する所存で
あります。

部門が企画運営する行事や表彰、分科会・研究会の活
動に人材育成も含んだ産官学の新しい協調を目指すこと

を明確にしたいと思います。エネルギー関連施設の開
発、製造、運用、廃棄のサイクルは長く、巨大な分野で

ある故に当然の帰結であります。次に国際会議を単なる

学術の情報交換の場としてのみでなく、先進国として経
験要素も含んだ知見を広く提供して、国際協調の実効を

上げるべくご協力をお願い致します。これは資源を輸入

している見返りというばかりでなく解決には地球レベル
からの考慮が必要でありますし、世界的に著名な学会の
活動として当然であると思います。

本部門がカバーする領域は動力エネルギーに関するシ

ステムや機器を含む幅広いものであります。部門の発展
のためには会員諸氏、特に企業所属会員の方々の一層の

ご支援、ご協力をお願い申し上げる次第であります。
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国際熱核融合実験炉《ITER》
計画の現状

圃
’

’

I日本原子力研究所。那珂研究所
ITER開発室長松田'|真三郎 ’

図llTER全体計画の一案
1．はじめに

核融合の研究は約40年ほど前に
開始され、当初は21世紀の初めに

は核融合炉を実用化できると予測
していた。現在、核融合研究開発

3．1計画の概要と組織・運営
EDAは、ITERの建設に着手するか否かに係る4

極の判断に必要な全ての技術情報の整備を完了すること

を目的として、表2に示すように6年間の国際共同設
計、4極均等分担による大規模な工学R&D及び各種の
プラズマ実験装置による物理R&Dの三つの主要活動が

進められている。EDAの実施体制は、図2に示すよう
に活動全体をITER理事会が監督し、ITER所長の
統括．指揮のもとで国際混成の共同中央チーム(Joint

CenhalTeam:JCT)が三ヶ所の共同作業サイトに常駐

して各種の国内チームと共に延べ約1340人・年の規模で

工学設計を展開する。また、4種合わせて約7億5千万
ドル（1989年米ドル）相当の工学R&Dを4極均等分担
で実施することである。

’
ま物理を中心とした研究段階から工学に重点を置く開発

菱階に移行しつつあり、核融合実験炉の建設を具体的に
曼望できる段階に至っている。

国際熱核融合実験炉(IntemationalThennonuclear

3xperimentalReactor:ITER)は、1985年ジュネーブで

の米ソ首脳会談における「核融合研究の重要性と国際協
力の拡大を支援する」共同声明をきっかけとして、日
本、EC、ロシア、米国の4極の協力により進められて

いるトカマク型核融合実験炉開発計画である。ITER

は、JT-60などの現在の大型トカマク装置と核融合
発電の実証を目的とする原型炉との間に位置し、表1に

示す計画目標の達成により、核融合の科学的、技術的可
能性を実証することを目指している。

表21TER工学設計活動(EDA)計画の概要

期間

設計活動規模

1992年7月より6年間

全体で約1340人・年

共同中央チーム：約840人・年

4極国内チーム：約500人・年

表llTERの計画目標

(1)定常状態を究極の目標とするD－Tプラズマの制御された点火と

長時間燃焼を実証すること

（2）核融合炉に必要な技術を統合されたシステムにおいて実証すること

（3）核融合の実用化に必要な高熱流束機器、核工学的機器の

総合的な試験を実施すること

R&D活動規模

・工学 約750M$のR&D(4極均等分担）

超電導コイル、炉構造、遠隔保守、

加熱電流駆動、プラズマ対向機器、

ブランケット、燃料循環、構造材料、

2．概念設計活動(CDA)
1988年4月から1990年12月までの約3年間、日本、E

C、ロシア（当時ソ連）、米国の4極が、各種均等に設
計作業に延べ80～100人・年、研究開発(R&D)に年間
約1000万ドルを分担して、ITER概念設計活動

(ConceptualDeSignActivities:CDA)を実施した。その
設計活動は、各種10名、合計40名で編成された国際共同

設計チームにより年間約6ヶ月、ドイツ、マックスプラ
ンク・プラズマ物理研究所での共同作業を中心にして実

施され、1990年12月にITERの装置概念を提案して成
功裏に終了した。このITER･CDAにおいてわが国

は設計作業の長であるITER運営委員会・議長を務め
る等、CDAの実施に主導的な役割を果たした。

鰹:纈難型綴試験を含む
･物理 各種の既存計画からの自発的貢献

特にJT-60からの貢献か期待

されている
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3．工学設計活動(EDA)
わが国の原子力委員会は、1992年6月、JT-60等

の成果及びITER･CDAの結果等を踏まえ、核融合

実験炉開発を中心とした第三段階核融合研究開発基本計
画を定めた。わが国は、この基本計画に基づいて、CD

Aに引き続く次段階の工学設計活動(EngineemgDesign
ACtivitieS:EDA)に進むことで4極合意に至り、1992
年7月にその協定に調印した。今後のITER計画のス

ケジュールは図1に示すように、EDAが約6年間で完
了して、引き続き建設が合意されれば、2006年ごろには

運転を開始することができる。

興剖吐舎 1A工学の

、31&f令

固堂厨論外

別画の、M1
貝空行瀧内

』4画の】認I

図2ITER工学設計活動の組織

議定書lの段階において2つの特別作業部会(Special
WorkingGroup:SWG)が設けられ、SWG1ではIT
ERの詳細技術目標の見直しが行われ、SWG2では主
に議定書2の草案が作成された。各極から派遣されたメ

ンバーから成る共同中央チームは、、那珂（日本）、ガ

ルヒンク(EC)、サンディエゴ（米国）の3サイトに ’
‐2‐
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3．3工学R&D
EDAでは、ITER計画が建設段階に入るために必

要な技術的基盤を確立するために、広範な工学R&D"
計画されている。これらの工学R&Dは、表2にあるよ

うに、国際共同設計と並行して約7億5千万ドル相当の

R&Dを表3に示す各分野で参加4極の平等分担で実施
する。

分れて共同設計作業を行っている。那珂サイトでは超電
導コイル・電源。遠隔保守機器。トリチウム施設等の真
空容器の外側の設備・機器の設計が進められ、ガルヒン
ク・サイトでは真空容器とそれより内側の構造物（ブラ
ンケット・ダイバータ･RF加熱など）の設計が、サン

ディエゴ・サイトでは設計統合、安全設計及びサイト設
計が行われている。

わが国では、日本原子力研究所がITER｡EDAの
実施機関に指定され、ITER開発室長が国内チーム
リーダに指名されると共に国内チームが編成され、共同

中央チームとの協力による装置の設計、及び超電導コイ
ルを始めとするわが国が分担する工学R&Dが進められ
ている。また物理R&Dは、JT-60を中心とした原
研及び大学。国公立研究機関で活動を開始した。さらに

那珂研究所構内に開設されている共同中央チーム那珂共
同作業サイトの設計活動支援及び受入基盤の整備を積極
的に進めている。

3．2工学設計
ITERの目標を具体化した詳細技術目標がSWGl

で議論された。プラズマ性能に関しては、誘導運転によ
るパルス長がCDAの400秒から1000秒に延長された。工

学試験については原型炉用ブランケットの試験に関する

CDAの技術目標が引き継がれ、発電性試験か新たに加
えられた。運転計画については、CDAでの検討結果と

同様に段階的に実施することとし、まず基本性能段階を
10年として、この間にブランケット機能試験が可能と
なった。引き続く高性能段階も10年を予定しているが、
それに移行するにあたっては、基本性能段階の結果を見
て詳細計画を立てることとした。

共同中央チームは、国内チームの協力を得ながら、こ

の技術目標に沿ってCDA設計の見直しを進め、1993年
12月に概要設計(OutlmeDesign)を終えた。概要設計に
基づくITERの装置概念を図3に示す。概要設計の主

な点は、パルス長400秒から1000秒への変更及びプラズマ

性能裕度を取るため、装置主半径がCDA時の6mから
7.7mへと大II1扇に増大したことであり、それに伴い核融合
出力が1.5GWとなっている。ITERの究極目標になっ

ている定常運転についてはなお多くの議論があるが、概

要設計では、JT-60の最近の成果や定常トカマク炉

(SteadyStateTokamakReactor:SSTR)設計等からの
先進概念の採用が検討されている。工学システムについ

ては、ブランケット／遮蔽の構造材料。冷却材料につい

てITER所長がバナジウム等の低放射化構造材料と液
体金属冷却を提案した時期もあったが、ITER理事会
はEDA6年間のR&Dで成立性を判断できるという要
請から、オーステナイトステンレス鋼と水冷却の組み合
わせとすることを決定している。また、プラズマに直接
面する第1壁材料については、銅合金などの高熱流束に
耐える材料の表面にJETで採用されたベリリウムを張
り付ける方式が第1候補とされている。

表31TER工学R&D項目

超電導コイル*)TF/PFコイル及び試験装置

冷凍システム

炉構造＊）真空容器

支持構造物

プラズマ安定化コイル及び試験装置

遠隔保守＊）炉内遠隔機器

炉外遠隔機器

加熱電流駆動＊）中性粒子入射システム

電子サイクロトロン波システム

低域混成波システム

イオンサイクロトロン波システム

プラズマ対向機器第一壁アーマ

ダイパータ

プランケット＊）増殖／発電ブランケット

及び試験装置

燃料循環＊）燃料注入装置

真空排気装置

構造材料プラズマ対向機器用材料

ブランケット構造体用材料

計測プラズマ計測

＊）：原型級試験を実施する項目

この内、長いリードタイムを要する超電導モデルコイ
ルの製作とその試験施設の建設は、EDA開始直後から
作業が開始されている。モデルコイルに関しては、素線
の仕様を決定し、各種がほぼ平等分担して素線用材料の

製造に着手している。また、超電導モデルコイル試験施
設としては、トロイダル・コイル用とポロイダル・コイ
ル用の双方の必要性が認められ、前者はドイツのカール

スルーエ原子力研究所、後者は日本原子力研究所・那珂

研究所の試験施設の利用が合意され、施設の改造・増設

に着手している。

3 ． 4 物 理 R & D
ITER｡EDAに必要な物理R&Dは、各種の既存

装置を用いて自発的に進めるもので、わが国では、原研
と大学・国公立研究機関がそれぞれ独自にこれにあたる
こととしている。そのため、原研l、大学lの物理R&

D代表者が選任され、JCTとの物理R&D企画調整の

窓口となっている。すでにITERプラズマの平衡・安

定性解析や、リップル磁場の効果に関するJT-60を

用いた実験が具体的な課題として取り上げられている
が、今後、「ダイバータ物理」、「閉じ込め」、「デイ

スラプションとMHD」、「高エネルギー粒子」、「加

熱と電流駆動」、「プラズマ計測」等の分野で、世界中
のプラズマ実験装置による貢献が図られる見通しであ
る。

3．5その他

ITER｡EDAは、1994年3月をもって議定書lの

段階を終え、4月以降議定書2の段階に進む予定であ
る。当面のマイルストーンは1995年3月に中間設計報

告・安全解析などを行うことである。
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図3共|司中央チームの概要設計に基づくITERの装置概念
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ITERは、前例のない大規模な国際共同プロジェク
トである。そのために、科学技術面のみならず、運営
面、政治経済の背景、安全設計の考え方等に参加極間の
様々な違いがあり、これらを克服しながら推進していく

ことが求められる。それにより、困難な課題の解決に協

力してあたることができ、人類の英知を結集し開発リス
クの低減が可能になり、成果を共有することもできる。

この意味で21世紀の科学技術のあり方を占う試金石の
一つと考えて、この計画の推進に可能な限りの貢献を行

うよう努めているところである。

◇先端技術◇

希ガスサイクル直接発電の研究開発

東京工業大学総合理工学研究科
吉川邦夫

’

1．はじめに

化石燃料を燃焼させた時の断熱

火炎温度は2200～2400K程度あるの
に対して、将来的にもガスタービ
ンの最高動作温度は1700～1800K

程度が限界と考えられ、火力発電
の技術分野では、まだ広い高温領

◇国際会議予定◇

1994
12/6-7第4回動力・エネルギー技術シンポジウム

（神戸）

〆
、

域が残されている。この高温熱エネルギーを直接電力に
変換できる新たな発電方式が、希ガスサイクル直接発電
(ICD発電、別名クローズドサイクルMHD発電）である。

ICD発電では、燃焼ガスによって希ガス（アルゴンま

たはヘリウム）を2000～2300K程度に加熱する。加熱さ

れた希ガスには、電気伝導性を与えるため、10～100ppm
程度の微量の金属カリウムあるいは金属セシウムをシー

ドとして添加し、図1に示すようなディスク形発電機へ
と導く。超電導磁石が作る強い磁界中に置かれたディス
ク形発電機内では、作動流体である希ガス原子と電子と
の間のエネルギーのやりとりが少なく、電子温度が希ガ
ス温度よりも高くなる非平衡電離プラズマが形成され

る。その結果、希ガス温度は2000K程度であっても、電
子温度は5000K以上にもなり得、高い電気伝導度を持っ
たプラズマが形成される。そして、ローレンツカに抗し
て希ガスを流すことによって、その熱エネルギーが直接
電力に変換される。

外部負荷

IntemationalCleanCoalTecmologySymposium
OnPressurizedFluidizedBedCombustion

(KitakyuShu-city,Japan)

7/26-27

10/25-27CogenTurboPower'94

(Portland,USA)

’1995
4/23-273rdJSME-ASMEJointlntemationalConference

onNuclearEngineermg(ICONE-3)(京都）

5/22-26JSME-ASMEJointInにmationalConference

onPowerEngmeenng95(ICOPE-95)(中国）

1996
第5回動力・エネルギー技術シンポジウム

Z

作動4thJSME-ASMEJointlntemationalConference

onNuclearEngineenng(ICONE-4)(米国）

1997
JSME-ASMEJomtIntemationalConference

onPowerEngineeling-97(ICOPE-97)(東京）

磁界

ホール起電力
図1ディスク形発電機の動作原理

2．火力発電への適用
燃焼ガスの持つ最高温度域の熱はICD発電により、ま

た中低温域の熱はガスタービンや蒸気タービンによっ

て、それぞれ電力に変換することにより、従来考えられ
なかった高効率の火力発電システムを構成することが可
能となる。

図2に、ICD発電とガスタービンを組み合わせた、

LNG焚き火力発電所のシステム例を示す。本システムの
概念設計が実施され(1)、発電効率、発電原価、必要面
積、運用性などが検討された。その結果、送電端効率

（高位発熱量基準）で54％の発電効率が期待できるこ

と、発電単価においては、現行のガスタービン複合発電

相当になり、燃料費の上昇があれば、経済的に優位な発
電所となることが示された。

LNG焚き火力発電では、コンバインドサイクルが主流

となりつつあるが、そのトッピングにICD発電を配する

ことにより、一層の高効率化を計ることができる。

5thJSME-ASMEJointlntemationalConfercnce

onNuclearEngineem9(ICONE-5)

1998
第6回動力・エネルギー技術シンポジウム

6thJSME-ASMEJointIntemationalConference

onNuclearEngmeering(ICONE-6)(米国）

I－4‐
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電システムを構成することが可能となるため、以上の実

験成果は、短時間の発電ではあるが、商用機に要求され
るエネルギー変換効率を持ったディスク形発電機が、物
理的に実現可能であることを実証していると言える。

交流電気出力
一一－一一r一一一一
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再生熱交換器
,一~一一＝可

黙

水

筐L筍
スターヒーン

1－希カス

↓---電気出力
燃廃用空気煙突、----‐シード

一・一空気あるいは燃焼ガス

－．－－燃料

図21CD発電プラントのシステム例

､3．研究開発の現状
ICD発電は、世界的にも東工大が中心となってその

研究開発が実施されている。主たる開発要素は、高温希

ガス加熱器とディスク形発電機であり、東工大には、熱
入力5MW級の、天然ガスを熱源とするブローダウン実
験装置FUJI-1が設置され、そこで、これら両コン

ポーネントの研究開発が行われている。
写真1には、FUJI-1装置の全景を、写真2には

ディスク形発電機を示す。FUJI-1装置には、ペブ

ル床の蓄熱形高温希ガス加熱器が1台設置されており、天
然ガスの燃焼ガスの熱を一度ペブル床に蓄え、そのペブ
ル床によって希ガスを加熱するというのが、その動作原
理である。加熱された希ガスには、金属セシウムが100

ppm(モル比）程度シードされ、最高で2100Kの温度で

ディスク形発電機に流入する。発電機は、2個の超電導磁
石に挟まれ、発電機中心で、4.7テスラの磁界強度が得ら
れる。発電機を出た希ガスは、室温のペブルが充填され

たペブル冷却器で冷却された後、最後は容積750m3の真
空タンクに吹き込まれる。以上の実験時間は、約2分間で
ある。

1992年9月に実施したアルゴンを作動流体とする実験
で、18.0％というエンタルピー抽出率（発電機への熱入

力に対する発電出力の割合）を達成し、これはMHD発
電としては世界記録である。また、昨年実施したヘリウ
ムを作動流体とする衝撃波管の実験では、実に38％とい

うエンタルピー抽出率の実証に成功した。20％程度以上
のエンタルピー抽出率が得られれば、ガスタービンコン

バインドサイクルを上回る発電効率を持つICD複合発

写真2FUJI-1ディスク形発電機

4．今後の計画
最近、電力会社を始めとする産業界から、以上の成果

が注目され、研究開発の支援を受けると同時に、将来の
実用化に向けての今後の研究開発の方向が議論されるよ

うになってきた。その中で東工大では、平成5年度に、2
台目の高温希ガス加熱器とアルゴン圧縮機とを導入し、
FUJI-1装置をブローダウン方式から閉ループ方式
に改良して、熱入力1MWで、長時間連続発電をめざす研
究開発をスタートさせた。そこでは、特に高温希ガス加
熱器の連続運転、超音速流路を含む希ガス閉ループの運

転制御、シードの連続注入。回収などの、種々の工学的
実証を行う予定である。

今後ICD発電を実用化までもっていくには、多くの
開発課題がある。特に、ディスク形発電機での30％以上

のエンタルピー抽出率と70％に近い断熱効率の実証が重
要である。これには流路壁の影響が相対的に小さくなる

100MW級の大きな熱入力のブローダウン実験が必要であ

る。次に、発電機の長時間の耐久性の実証も重要な開発

課題である。それには、熱入力10MW級の閉ループによ
る連続発電実験が必要である。この両者の実験は、同一
の装置を用いて実施可能で、合わせて「FUJI-2装
置」と呼ぶ。これは、大学での研究の枠組みを越えるも
のであり、国の本格的な取り組みが必要となる。

ICD発電は、当面は天然ガスを熱源とする実験が中

心となるが、熱源の種類の制約を受けないという特長を

生かして、将来的には石炭や水素、また究極的には核融

合を熱源とするシステムの開発へと発展させていくこと

が考えられる。

5．おわりに

ICD発電は、大学の基礎研究から育った、数少ない
わが国独自の大型技術である。高温工学、高速気体力
学、超電導工学、プラズマ理工学など、その技術的裾野
は広く、研究開発を通じて、次世代の新たな産業技術が
育成されていくことが期待される。こうした開発を推進

するには、産。官・学の有機的な協力が不可欠である。

従来とは異なる、新たな研究開発体制を今後考えていく
必要があろう。

参考文献

(1)新エネルギー・産業技術総合開発機構、平成2年度調
査報告書、NEDO-P-9011、「高効率環境調和型コミュニ

ティ・エネルギーシステムの調査研究」、（1991)、78．写真lFUJI-1装置の全景
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◇先端技術◇

JAFI管巣燃焼方式の開発

大阪大学名誉教授

石谷清幹
薑二

1，はじめに.二一

ボイラ火炉でもガスタービ
，堅一

己 蕊
あり、NOx低減のためには燃焼室容積あたり発熱率

kWym3(以下qと表記）を下げざるを得なくなっている。
さらなる高負荷化と低NOx化を同時に達成する燃焼方式
として、従来の路線とはまったく異なる着想に賛同する
協力者の支援を得て、管巣燃焼方式を開発した。

まず燃焼室の基本概念だが、従来は燃焼室内部の火炎
は、空虚な空間内に、側壁なり出口の管群やタービン翼
なりをなめないように形成された（以下noatmgfirebau方
式と略称）。事実、火炎になめられた加熱事故や、火炎
が出口管群中に延びた不完全燃焼事故はしばしば経験さ
れ、その都度この通念が再確認された。しかし家庭の台
所では、やかんや鍋が天然ガスのブルーフレームになめ
られつつ問題無く使われている事実がある。
一見矛盾するこの2経験が両立する最大の理由は、台

所の火炎と産業用燃焼室の火炎とではサイズに大差があ
り、従って火炎輻射による伝熱面熱負荷に大差があるか
らである。してみれば、産業用燃焼室でもその火炎を細
かく分割すれば、火炎に触れても過熱しないように出来
る筈である。

火炎を細分するには、小さなバーナーを多数設置する
方法もありうるが、管群中に火炎を形成するのがもっと
も手っとり早い。こうすれば、燃焼する火炎内に分布し
ている管群で熱が除去されるから、火炎内温度分布は一
様化し、大型火炎の中心部のような高温部はなくなり、
低NOx化を期待できる。

2、新原理が必要な理由
従来路線でもさらに工夫をこらせば成功できるのでは

ないかとの希望を棚上げして、新方式の本格的開発に踏
み切った理由を以下に述べよう。
従来のfloatingfirebau方式で幾何学的相似に設計される

ボイラ火炉の発生熱量をQ、代表寸法をLとすると、燃
焼室容積はLの3乗に、またボイラに特有の輻射伝熱面
積はLの2乗に比例するから、燃焼室発熱率qと輻射伝
熱面熱負荷skW/m2とはそれぞれ

qocQ/L3、socQ/L2
このqを2乗し、sを3乗し、辺々わり算すればLは消
去され

q2/S3oこ1p

即ち

q=K･s2/3･Q-1/2 （1）

これが従来型ボイラから相似則のもっとも基本的な表現
である。この線上のボイラ火炉熱計算法は1942年以来継
続している研究テーマ')z)で、式(1)は蒸発量0.1~
4500t/hのボイラの実績で実証されているが3)、新委員会
（後述）発足時に最近のデータで補強された。式（1）
によれば、一定（即ち火炎の代表温度または火炉出口温
度一定）でボイラ火炉を設計するには、従来のHoating
firebauでは容積発熱率qを火炉発生熱量Qの1/2乗に反比

‐6‐

例させねばならない。

この様に大容量ボイラでは、燃料が天然ガスのように

優秀な場合でも、燃焼特性とは無関係にqを150kW/m3と
小さくし、巨大火炉とせざるを得ない。また、ガス。重

油焚き小容量ボイラでは最近の高性能化の進展速度は著

しく、0.2t/hボイラで6000kW/3まであげた例があり、これ
を過給などの方法でさらにあげる開発も実行してみた

が、いかに工夫を凝らしても火炉内温度がどうしても高

くなりすぎ、NOxが許容量まで下がらず、実用化でき

なかった。

このようなボイラ火炉の原理的限界を突破してさらな

る高性能化をはかるには、相似則の大前提である「幾何
学的相似」を破棄し、noatingfirebau方式から脱出するし
かないと判断し、新方式の採用に踏み切ったのである。

3、管巣燃焼による解決の原理
流れに直角に置かれた円管の背後にはカルマン渦が形

成される。円管の数が増えて管群になった場合の流動様
式はきわめて複雑だが、ボイラで実用される範囲内のガ
ス温度、流速、管径であれば、流動様式はレイノルズ数
の影響をあまり受けず、一様流中の管群では管配列でほ
ぼ決まり、その決まり方は23年前から数年にわたり西川
らと発表すみである4)。従って図lのようにバーナに近接
して管群を設置する場合、管配置が適当であれば、全て
の管の背後にカルマン渦を形成できる。そうすれば火球
全体がガス流と相対運動する管群で撹拝され、jaggy
hrebaUとなる。この方式をJAFIR)方式と命名した。この方
式では次の4点を期待できる。

(1)管が蒸発管などの伝熱管ならば火炎はクエンチされ、
管表面の境界層内に未燃ガスが生成されるが、それは
カルマン渦により主流中に運ばれて燃焼を継続し、設
計さえよければ不完全燃焼にならない。

(2)立体的に細分された火炎から菅表面への放射ガス層の
厚さはセンチメートルオーダーと短いから、輻射熱流
速は激減し、伝熱は対流支配となり、容易に安全に設
計できる。

(3)火炎全体にわたり内部にヒートシンクが分布するか
ら、温度分布が一様化し、上述のように低NOx燃焼が
実現される。

(4)火炎中の管はブラフボデーとして火炎を保持する機能
があるから、上流のバーナから火炎が吹き飛んでも管
群中に火炎は保持され、火炎安定性は抜群である。

水管

図1管巣燃焼の概念

4，実証試験と20t/hボイラまでのスケールアップ
以上の構想により、燃焼、流動、伝熱に関する第一線

研究者の有志が委員会を結成し、第1回研究会を開いた
のは1987年11月である。成果の第1報公表は1991年11月
（関西支部講演会）での、また成果の特許は科学技術庁注
目発明（第52回、1993年）に選定された。この委員会に
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もちろん、コンバスタ中の管群で蒸気を発生させるの

であれば容易に開発可能だが、その蒸気を蒸気タービン
に送るとサイクル効率上不利なので刀、
(1)蒸気需要が主で発電効率上の不利が許容できるのはど

んな場合か

(2)サイクル効率上の不利以上のメリットがNOx低下とコ
ンバスタまわりの耐熱合金不要化で期待できるか

(3)管群を空冷として冷却空気はコンバスタに再供給すれ
ば効率の不利は無くなるが、その場合の低NOx効果、
火炎安定化効果、および耐熱合金不要化効果はどの程
度か

等の吟味が、本格的開発の準備として必要となる。これ

らの検討はまだ着手したばかりで、同志の参加を期待し
ている。

よる原理検証の要素実験は省略し、実測熱入力88kWまで
の実証試験結果の要点のみを紹介する（詳細は既報の一
刀）。

図2のように、180mm角の鋼板製ダクトの一端のバー
ナに近接して水冷した管群を設置し、メタンガスの火炎
にこれを直撃させ、ガスの成分と温度の分布、各管の吸
収熱分布、菅の各断面の熱流速分布を測定した。当然、
水冷管群により火炎の温度分布は低下かつ一様化し、火
炎の長さはやや短くなり、管群出口でNOxは0%換算で
50ppm以下と、所期の結果を得た。参考までに水管断面
の円周方向熱流速分布を図3に示すが、安全な範囲に納
まっている。

水面計

火炎覗き窓

殉

、
／燃焼室

80kw試験機の構造図2
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図4蒸発量20t/hJAFI水管式ボイラの外観構造図

6、むすびと謝辞
JAFI管巣燃焼方式は在来方式のボイラ火炉およびガス

タービンコンバスタの限界を突破し、低NOx化と高性能
化の道を拓くものとして構想された。第一回委員会以来
約4年で基礎的要素実験から蒸発量10t/hの実用ボイラ完

成までのスケールアップに成功し、その過程で、火炎を
管群中に形成することが奇矯な手段ではなく、全く健全
で充分な信頼性を持つことが証明された、

この開発は、関西電力、ヒラカワガイダム、および東

京、東邦、大阪のガス3社のご参加のもと、多数の研究
者の参加と協力を得たことを深く感謝する。特に上之園
親佐関電顧問の御支援に深甚の謝意を表す。
文献

1)石谷：機誌、45巻305号(1942-8)、p.551.
2)石谷ほか5名：蒸気動力、（1989)、コロナ社
3)文献2)の図3.31.

4)石谷、西川ほか：機論、37巻(1971)、p.2319,40巻
(1974）

5)植田、石谷ほか：機論B、59巻(1993)、p.1733.
6)Ishigai,S・etal:ASMEHTD-Vol.199(1992),p､189.
7)Ishigai,S.etal:Proc.qMAC1993,PaperNo.GO4.
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Anglefromstagnationpointdeg.
図3拡散火炎中のJAFI蒸発管群における

円周方向局所熱負荷分布の一例

委員会終了後の慎重なスケールアップにより、1993年
秋の東京ガス(株)の展示会に10t/hボイラを蒸気発生状態
で展示した。この系列の20t/hボイラは図4のとおりで、

現在市場生産中である。見られるようにこのボイラのサ

イズは従来製品から火炉が消滅したものに相当し、低
NOx、高効率と同時に顕著な小型化が達成された。

大容量ボイラほど既述のようにqが小さく、ボイラ全

容量中の火炉容積の比率が大きいので、JAFIによる低
NOx化と小型化の効果は大きい筈である。さらなるス

ケールアップと、ガスタービンで実績のある予混合方式

の導入によるさらなる低NOx化に向けて、努力中であ

る。

5，ガスタービンコンバスタヘの適用

最近はガスタービンが、事業用火力にはコンバイドサ

イクル方式で、自家用火力や地域冷暖房には．．ジェネ
レーション方式で、急速に進出している。悩みの種だっ
た排気の高NOxには予混合方式で顕著な効果をあげてい

るが、もっと切り下げる必要がある。そこでそのコンバ
スタに管群を組み込み、JAFI方式で低NOx化をはかるこ

とが考えられるが、これまではガスタービン用JAFI方式

の開発に手が回らなかった。

●見学会（九州支部合同企画）のお知らせ●

開催日：平成6年9月21日(水)～22日（木）
見学先：佐賀大学海洋温度差エネルギー実験施設

九州電力(株)松浦火力発電所

三菱重工業(株)長崎造船所

定員：40名（予定）
参加費:12,000円（予定）

申込方法等：日本機械学会誌7月号会告を参照
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◇国際会議◇

（')第6回国際原子炉熱流体力学会議

概要報告

(2)19thlnt､lConferenceOnCoal

UtilizationandFuelSystemに参加して

SixthIntemationalTopicalMeemgon

NuclearReactorT11ennalHydraulics

石川島播磨重工業（株）

ボイラ燃焼技術部

高野伸一

三菱重工業（株）堀慶一

今年の3月21日から24日の4日間アメリカ、フロ

リダ州のクリアウォータ市で「TheGreemngofCoal」を
テーマに、19thlntemationalConferenceonCoalUtUization

andFuelSyStemsがCoal&SlurryTecmologyAssociation

(CSTA)とUSDepaltmentOfEnergyOOE)の主催で開催さ
れた。会議はアメリカを中心に世界12ケ国から150人余り
の参加者を集めて白い砂浜の広がる海辺のリゾートホテ

ルで開かれた。この会議はオイルショックの際に石油代
替燃料として石炭スラリを用いるための技術開発を行う

ことを目的にCoalSlurryFuelPreparationandUtUizationと

題して発足したもので、その後、石炭利用技術の広がり
と共にその名称を石炭利用全般に広げたものである。

今回の発表は石炭スラリの利用に関するものを始めと

して、高効率、LowMissionを低コストで実現することを

目指した石炭焚コンバインドサイクル、微粉炭火力のリ

バーニング、パルス燃焼とFBCを組み合わせた燃焼シス

テム、微粉炭スラッギングコンバスタ、CWMを用いた舶

用デイーゼルなど非常に多彩であった。
なかでも石炭スラリの利用技術についてはその製造技

術、パイプライン輸送技術、燃焼技術のそれぞれの分野

で多くの発表があり、その中でも日本およびイタリアで

のCWMによる商用運転を開始している発電プラントの運
転実績に関する発表が注目されていた。

なお、日本からは50万t/年のCWM製造装置およびそ

のCWMを混焼する、蒸発量1960t/hの発電ボイラの運転

実績の紹介を始め、CWMの製造、輸送、貯蔵、などに関
して12件の発表があった。

現在、原油の価格は非常に安定しており供給に不安も

ないが、将来的には、埋蔵量も多く世界に広く分布する
石炭をいま以上に利用していく事が予想される。そこで

石炭をより効率的に利用するための重要な技術の一つと
してCWM技術が挙げられることから、会議期間中は参加
者の間にCWMの利用を積極的にすすめCWM技術を発展

させようという強い雰囲気が漂っていた。

第6回国際原子炉熱流体力学会議(NURETH-6)が、
米国原子力学会フランス支部(SFANS)の主催によっ

て、1993年10月5日から10月8日の4日間、フランス

南東部の都市グルノーブルのGrenobleBusinessand

ConventionCenterで開催された。前回第5回の会議は、

1992年に米国ソルトレークで開催され、今回は1年後の

開催であったが、24カ国から約300名の参加があり、約

170件の論文発表があった。参加者数は、開催地フランス
から100名程度で、ついでドイツ、日本の順で、日本から

は約25名の参加があった。前回が米国での開催であった

こともあって、発表材料が出尽くしていたこともあるの
か、今回は、米国からの参加は日本の半数程度で、論文

発表も少なかった。

会議冒頭のオープニングレクチャではS.Levy氏から

「Themportantroleofthennalhydraulicsmfiftyyearsof

nuclearpowerapplications」と題し、1950年代から90年代
の技術の進展とその背景にあるTMI-2事故等に関連
した大型安全性研究の貢献およびシビアアクシデントに

関連した諸現象や限界熱流束の物理モデル等々の今後の
課題について講演があった。

その後、4日間にわたり、4室で46のセッションに分か

れ論文発表と質疑応答。討論が行われた。各セッション
は、二相流、自然循環、沸騰熱伝達・限界熱流束、シビ
アアクシデント等のトピックスでまとめられており、な

かでもオーソドックスな沸騰熱伝達。限界熱流束のセッ
ションが7つと最も多く、総数26件の論文発表があっ

た。

沸騰熱伝達・限界熱流束の7つのセッションでは、限界
熱流束関係が14件で、再冠水関係の5件とで大部分を占

めていた。国別では、日本、フランス、カナダがそれぞ

れ5～6件と多く、これらのセッションでは米国からの
発表は皆無であった。限界熱流束関連では、種々の体系

での試験結果及び相関式の導出、水の代わりに低圧で試
験が実施できるフレオンを作動流体とした試験、物理モ
デルの検証に関する発表が従来通りあり、そのなかで、

核融合炉での冷却を対象とした高熱負荷の限界熱流束に
関する発表が日本、イタリア、カナダからあった。ま
た、最近の動向として、限界熱流束の物理モデル検討の
ために気液二相流の可視化計測を行おうとする発表も2

件おこなわれた。

最終日には、クロージングレクチャとして日本のエネ総
研の黒沢氏から「ThemnovativeSmulatormnuclear
engineering」と題した講演があった。午後に予定されて
いたテクニカルツアーは、グルノーブル市外の

SuperphenixLMFBRJPSIPA(PostAccidentalSmulator)等の
コースは大雨のため取り止めになり、会議会場近くのC
EAグルノーブル原子力研究所のみの見学となった。C
EAグルノーブル原子力研究所の熱流動セクションで
は、圧力17.2MP、試験部加熱電力10MWのOMEGA－Ⅱ
ループが完成し、フランス型PWRの燃料集合体の限界
熱流束試験等の熱流動試験が行われていた。

次回の国際原子炉熱流体力学国際会議は、米国サラト
ガスプリングで1995年9月に開催される予定である。

’
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◇部門賞募集◇

動力エネルギーシステムでは、以下の部門賞を募集致して
おります。

1.功績賞：長年の個人の業績を諸える賞。

2．社会業績賞：社会の第一線に於ける現在の顕著な活躍

を譜える賞。

3．優秀講演賞：部門の企画した行事に於ける優秀な発表

を譜える賞。

推薦理由書を添えて波江貞弘動力エネルギーシステム部門

長宛お申し込みください。自薦、他薦は問いません。必ずし

も部門賞であることは問いません。なお、優秀講演賞の推薦

に当たっては発表論文の写しの添付をお願い致します。また

同賞は若手研究者、技術者を主な対象として設けられた賞で

す。

１
１
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まりいただけるように、積極的なご協力をお願いいたし
ます。

今期も充実した活動が実行できますが、部門にたいす

る社会の期待は、もっと大きくそして早さを求めている

と思われます。会員諸氏の一層のご支援をお願い致しま

す。

◇第72期の部門活動について◇

運営委員会

4期にわたる関係各位の御尽力により、二つの国際会
議の主催を含む各種の活動が活発に行われております。
今期は登録会員のご協力により、活動内容の一層の充実
を図り、当部門の特色である、社会の要求に直結した成
果を上げるべく努力する所存であります。

さて3月10日現在の登録会員数は第一位1535名で20部
門中8位、第3位まで合計5285名、5位となり4.1倍と
最大の増加割合であります。当然ながら、関連する専門
学協会単独よりはるかに多い人数であり、動力エネル
ギーシステムが基盤と応用を統合する分野を意味し専門

的工学研究が難しいという部門の特徴を示しておりま
す。したがって、活動もこれらを認識して実施すること

が必要であります。

本部門は運営委員会の下にそれぞれの役割をもった、
10の委員会と2つの国際会議担当委員会により運営され
ています。また7つの分科会、研究会が活動しておりま
す。行事予定や活動内容については会誌や本Newsl_ctter
などでお知らせしていますが、次のことを具体化しま
－1－

90

①情報交換の量の拡大、効率化と内容の充実、適正化を
図る。

◎部門主催のシンポジュームやセミナーなどの協賛団
体や学会支部の数を増やす処置を取る。

◎総会や全国大会などの講演論文には基礎部門での発
表より当部門での発表の方が効果があると思われる

内容が多数見受けられる。当部門への発表を勧誘す
る。

◎Newsl_ctterの内容は各協会の会誌に匹敵するほど充
実している。発行回数や頁数の増加につき検討す

る。

◎同好会への参加呼びかけの範囲を拡げる。

②技術伝承と産学官の連携の高密度化を図る。
◎標準化部会へ新たな提案を行い、学会標準作成の作

業を開始する。
◎部門賞について広範な発掘と推薦を期待すると共に

特徴である社会功績賞については来期以降も必ず継
承する。

◎関連するJIS,ISOの作成に積極的に協力する。

③国際的な技術推進役をめざす。
◎経済不振が続いているが、95年に開催される二つの

国際会議を内容的にも財政的にも成功するように行
動する。

◎米国、環太平洋諸国ばかりでなく欧州各国の同部門
との連携を強化する。

以上を支える部門の財政は本部からの部門交付金と集

会事業による収入が基本となっております。Newsl_ctter

の発行、送料は1号につき約80万円でこれは殆ど交付金

で処理されております。分科会、研究会の資料、会場、
交通などの運営予算は年間1件5万円で、集会事業の収
入と一部部門交付金で賄われておりますが、いずれの会
合も委員会各位のご協力により、予算内で行われており

ます。表彰事業費は集会事業収入と一部業界のご協力で
処理されております。この機会に集合事業での収入確保
にご努力されている担当委員会の方々に感謝申し上げま
す。国際会議の財政も産業界のご理解により、黒字と

なっており次回以降への準備金となっています。
本年度も活動費の収入源としては、部門交付金および

繰越金の他に、集会事業収入として講習会等からの収入
を見込んでおります。講習会などに多くの参加者がお集

◇第72期次期副部門長選挙について◇

総務委員会幹事石塚勝

前期は部門発足以来初めて部門長選挙を実施しました
が、無事に終了し東電の伊藤文夫支が今期副部門長とし
て選出されました。ここで、簡単に経過を述べます。

70期より、副部門長選挙要項を作成して参りました

が、昨年4月の運営委員会にて了承されましたので、こ
れを受け、5月総務委員会にて、選挙管理委員会を発足

させました。総務委員会が選挙管理業務を遂行します。
まず、8月下旬に運営委員あるいは代議員に候補者と

なるべき方の推薦を郵便でお願いしました。この結果、
7名の推薦を頂きましたが、7名の中に2名の総務委員

が含まれておりましたので、その2名を除く総務委員

で、10月上旬に選挙管理委員会を開催し、3名の候補者
を選挙要項に従って選出しました。今回の場合、候補者
推薦の数の上位3名がすんなり決まりました。その後、

郵便による本選挙に入りましたが、10月下旬の開票の結

果、東電の伊藤文夫氏が第一回の選挙で過半数を獲得さ
れましたので、ただちに総務委員長が伊藤文夫氏に受諾

の意思を確認したところ、受諾されましたので、伊藤文

夫氏が次期副部門長として正式に決定されました。

ここに、72期副部門長選挙がつつがなく無事に終了し
ましたことをお知らせして、報告と致します。

◇行事カレンダー◇

開催日時・場所行事
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セミナー＆見学会

波力発電

深海調査船

4～6月

横須賀市

海洋科学

技術センター
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Ａ6月9日（木）

川崎

講習会

新発電技術の最先端

（動力エネルギーシステム部門）

見学会＝
九州電力松浦火力発電所

・佐賀大海洋温度差発電プラント
・三菱重工長崎造船所

（九州支部合|司企画）

9月21、璽日

(水、木）
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11月配日（金）

未定

セミナー＆サロン

（併催：部門賞贈呈式）
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シンポジウム＝

第4回

動力・エネルギー技術シンポジウム

［担当：技術第3委員会］

12月6，7日

(火、水）

神戸市

神戸国際会議場

門
口
。

や

鹿
月
。
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◇部門功績賞受賞者の所感◇

私とエネルギー機器機械工学の原子力分野で仕事をした発端と結果

（株）電業社機械製作所取締役
東芝テクノコンサルティング（株）顧問

石井安男

東京工業大学名誉教授
青木成文

昨年秋日本機械学会動力エネル
ギーシステム部門功績賞という大

変名誉な賞を戴き、何とも光栄の

至りと、心から嬉しく喜んでおり

ます。これも一重に推薦してくだ

さった委員会の方々や長い間この
分野でご一緒に仕事をしてきてく
ださった

心から厚く感謝申し上げる次第

昨年秋、日本機械学会の動力エネ
ルギーシステム部門功績賞を戴き、

まことに有り難く、光栄に存じてお
ります。

私は昭和21年に学校を卒業し、電
業社原動機製造所に入社、発電水車
の研究。設計に人生の第一歩を踏み

だし、30年に同社の水車部門が東芝

と合併するにおよび、東芝に移りま
した。当時は、佐久間、奥只見な
上水力の開発が盛んでした。その

４
身
〃
砥

年
斌
｛

方々のご助力の賜物と、心から厚く感謝申し上げる次第

であります。

私は昭和20年に東京工業大学の機械工学科に在席し、

戦時中後半は海軍航空技術廠でロケット推進「秋水」練

習機の設計に携わりました。戦争終了と共に大学を卒業
して助手として残り、手初めに対流放熱器の性能確認試
験をやりました。今から考えるとこのような開発や性能
確認の研究から出発したことが、その後の私の仕事の方

向に大きく影響したような気が致します。昭和30年頃ま

で「高速気流の熱伝達」というテーマの研究をしまし
た。やがて原子力の時代が来るとともに、大学に原子炉

研究施設が開設され、私は機械工学科を出てそこに移る
ことになりました。当時は原子力とは理学の分野てある
ように思う人が大部分であり、教官の中には私が機械工
学を捨てたと極言する人もおりました。日本機械学会に

も原子力が取り入れられ、便覧にも原子力に関する章が
加えられましたが、大学では機械工学が原子力で重要な

役目を帯びるとは夢想だにしておりませんでした。僅か
に熱工学の分野の人々が、沸騰熱伝達や二相流の研究で
積極的に参加していましたが、いわゆる機械工学の主流
を占めていた分野の研究者は一部の人を除いて積極的に
は参加してきませんでした。今では原子力発電所の安全
性の大部分は工学的安全性に基づくことが知られていま
すが、これが原子力の発足当時から認識されていたな

ら、今日の原子力の安全問題は姿が変わっていたのでは
ないかと思え、残念でなりません。

ともあれ私は原子力に関係するようになると、日本原
子力研究所や動力炉。核燃料開発事業団との共同の研究
が増え、国産動力炉の開発に従事するようになり、半面
純粋に学問的な研究は減ってきました。そのことは研究
の活発化には大いに役立ちましたか、研究室の若いス
タッフや大学院生にはマイナスの効果を与えたのではな
かったかと今でも反省することがあります。少なくとも

学会に投稿する研究論文は他の純学問的論文に比較して
軽視されていたと思います。それで他の方々が学会から
論文賞等を受けられるのをひそかに羨ましく思っていた
のでした。しかし関係した国産動力炉が建設され、稼働
している今日、私も役に立っていると自負していたので
したが、今回全く計らずも動力エネルギーシステム部門
功績章を頂戴することになりましたのは、やっと私も学
会の仲間に加えていただいたように思い、感無量でござ
います。少々個人的になりましたが、心から有り難く、
お礼申し上げる次第でございます。動力エネルギーシス
テム部門の皆様方の一層のご活躍を心から御祈念致しま
す。

ど、大貯水池を持った水力の開発が盛んでした。その

後、火力、次いで原子力が盛んになると、水力の重点は

揚水発電に移り、火力、原子力、揚水発電とともに高能

率・大容量化へと進みました。

昭和40年代、原子力がはじまると間もなく、他人ごと

のように思っていた原子力機器の製造を、鶴見工場の私
の部門で担当することになりました。このときから私は
第一福島原子力の2号機軽水炉関係機器の製造をはじめ

として、初期設計段階にあった高速増殖炉や核融合実験
装置、開発たけなわにあったウラン濃縮遠心分離などに
も関係をもつようになりました。

特に遠心分離機についてはプロジェクトマネージャー
にもなり、開発の加速と量産の検討のために、研究所か

ら多くの研究者を自部門に移籍してもらい、工場の技術

者と一体にして開発に取り組みました。最終的には、動

燃事業団のご指導の元に、それまで分離機の開発を各自
に進めてきた東芝、日立および三菱重工の3社が、共同

して分離器の事業に当たることになり、昭和59年に共同
出資会社が設立されました。ウラン濃縮プラントの設
計、分離器の開発。設計および分離機の量産を効率的に

行う会社です。私はその最初の経営責任者に任命されま

したが、関係各機関および出資会社のご指導とご支援を
えて、原燃産業（株）のウラン濃縮事業に対して、分離
機の量産を間に合わせることが出来ました。

いろいろな開発に関係してみて、開発当初には、開発
が成功した日の姿を夢見て努力を続けていても、現実と
夢との差が大きすぎ、はたしてその日がやってくるので
あろうかと思ったことも少なくありません。それが、関
係者の長期間にわたる夢を追う努力により、いつのまに
か夢が現実となっているのに気がつくことがありまし

た。これは開発に当たるものにとっては感慨深いことで

あります。今回功績賞を戴き、改めてそのような感慨に
ひたりました。
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ウォータウォール式）の伝熱流動特性と実験結果。
三菱で概念設計されている電気出力60万kWの単純化

PWRの概要、及び除熱技術と伝熱流動実験の状況。

原子力発電技術機構を中心に検討が進められている静
的安全システムの大型軽水炉への適用性評価。
2）原研で概念設計されている蒸気発生器を原子炉圧力

容器に内蔵した一体型加圧水炉（電気出力60万kWの発
電炉SPWR及び熱出力10万kWの舶用炉MRX)の特
徴、及び受動的な原子炉停止系と崩壊熱除去系。

原研で概念設計か進められている受動的安全炉JPS
Rの概要、固有出力制御性や固有原子炉停止能力、及び

受動的冷却材注入系とその基礎実験結果。
3）ドイツのモジュール型の高温ガス炉HTR(熱出力
20万kW/モジュール）の概要と事故時の除熱技術、及
び原研で建設が進められている高温ガス炉の試験炉であ

る高温工学試験研究炉HTTR(熱出力3万kW)の熱
水力設計と安全評価。

HTRについては、SiemenS/KWUのDr.Lohnerttが来
日された機会に講演を依頼したものである。
これらの報告と討議を通じて、従来、同一炉型に限ら

れていた技術交流が拡大し、他の炉型での考え方や新し

い技術など、参考になる点が多く、活発な討議がなされ
ている。

今後、FBRの実証炉開発や新型FBR、新型転換炉
ATR、宇宙用原子炉など幅広く検討を進める予定であ
る。

◇研究分科会活動紹介◇

(1)高温ガス炉ガスタービン発電システム
調査研究分科会

吉識晴夫

松尾栄人

武藤康

東京大学
三菱重工業（株）
日本原子力研究所

主査

幹事

本分科会は、50％という高い熱効率を達成し、放射性
廃棄物や排熱量を大幅に削減することにより環境保全に
貢献し得る期待がある高温ガス炉・閉サイクルガスター
ビンシステムについての技術的可能性及び実現までに必

要な研究開発課題を明らかにすることを目的としてい
る。平成5年11月28日に第1回委員会を開催し、今後2
年間に約10回の委員会を開催し検討を進める予定であ
る。

これまでに、先ず、高温ガス炉及び閉サイクルガスタ
ービンシステムの研究の経緯並びに現状について調査を

行い、今後の検討課題及びスケジュールを定めた。モ
ジュラー型高温ガス炉は熱出力450～600MW、原子炉出
口へリウムガス温度750～950｡Cで事故時には受動的冷却
が可能な安全性に優れた原子炉である。これに最近の宇
宙航空用のガスタービンやプレートフィン型コンパクト
熱交換器、磁気軸受の技術を組入れた閉サイクルガスタ
ービンシステムを接続することにより、熱効率が高く安
全性、経済性にも優れた発電システムとなり得るとし
て、数年前から米国を中心に設計研究が開始されてい

る。

続いて、直接サイクル及び間接サイクルについて、こ
れまで公表されている設計例を基に、ターボ機械効率や
再生熱交換器効率等がサイクル熱効率に与える影響など
の基本特性について検討を行った。更に、原子炉熱出力
450MW、出口温度850℃の発電プラント用のヘリウムガ
ス圧縮機について空力設計を行い、圧力比2.0、回転数

3600rpm、段数24で設計が成立すること、断熱効率は
88％程度になることを明らかにした。

今後、タービンについての空力設計、中間熱交換器、

再生熱交換器（蓄熱器）及び前置冷却器等の熱交換器の
概念設計を試み、本システムの概念および開発の方法を
明らかにすることを目標にしている。

(3)国際的な電力・エネルギーの輸送・利用技術
に関する研究会

男
進
善
純

田
澤

塩
吉
濱

東京工業大学

東京工業大学

工技院機械技術研究所

主査

幹事

本研究会は、地球環境に適合した将来のエネルギー資
源の供給・利用について、供給国での電力およびエネル
ギー媒体の製造技術、これらの長距離輸送技術、消費国
での変換。貯蔵・利用技術等を調査。検討することを目
的として、平成5年7月から2年間の予定でスタートし
ました。

具体的には、直流送電、超電導による送電と電力貯蔵
等の電力輸送に関するものから、水素、メタノール、天
然ガス等の燃料輸送、さらにはマイクロ波電力伝送や太
陽光によるバイオ利用まで様々な調査内容を含めており
ます。このため、研究会は、大学、国立および民間の研
究所、電力、ガス、電機、鉄鋼等の各企業、エネルギー
関連を扱う商社など幅広い委員で構成されており、機械

学会の研究会なのに機械以外を専門とする委員が多いと
いう異色で、グローバルな研究会となっております。

このようにエネルギーに関連する様々な分野の専門家
が参集していることから、まずは各委員の専門分野にお
ける研究。技術開発の話題提供と忌憧のない意見交換を
行ってきています。これまで3回の研究会を開催し、国
のエネルギー関連のプロジェクト、太陽発電衛星、直流

発電および送電技術、ロシアに賦存する潮位や水力を利
用してエネルギーネットワークを構築する提案などが紹
介されています。また天然ガス、水素等の燃料輸送につ
いての話題提供が予定されています。

本研究会の開始当初、参加を依頼した企業の中には内
容があまりにグローバルすぎて、どの事業部が参加して
いいものかと戸惑いもみられましたが、研究会委員はあ
くまでもコンタクトパーソンであり、話題によって各企
業の専門家の参加や代理等も歓迎することを理解して頂

(2)新型原子炉及びその除熱技術に関する研究会

主査：東京工業大学有冨正憲

幹事：（株）日立製作所村瀬道雄

現在、日本の総発電量の約27％が原子力発電であり、

将来この比率を増加して炭酸ガス問題の解決に寄与する
ことが期待されている。本研究会では、軽水炉・高速
炉。高温ガス炉など全ての炉型を対象として、次世代の
新型原子炉に要求される特性や性能について幅広く検討
するとともに、静的除熱技術などの新しい除熱方法につ
いて検討している。

本研究会は、平成5年1月から平成6年12月までの2
年間で3ヵ月ごとに計8回を予定しており、これまで
に、以下の報告と討議を進めてきた。

1)国内の電力会社とメーカで検討されている電気出力
100万kW級の単純化BWRと単純化PWRの概要と特
徴。単純化BWRの自然循環炉心における流動安定性と
実験結果、及び単純化BWRの静的除熱技術として、静
的格納容器冷却系（アイソレーションコンデンサ式と
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き、現在25名の委員で順調に研究会を進めております。
本研究会は、各委員自身の専門分野と比較対比しなが

ら専門外のエネルギー分野の研究開発動向を聞いたり、
意見を交換することによって、各自のエネルギー関連技
術開発の位置づけや特徴を再認識したり、専門分野以外
からの各自のエネルギー分野の捉え方などを知ることが

できる有意義な研究会となっております。しかし、調査

対象が幅広いことは、研究会として将来のエネルギーに

ついて共通のテーマやキーワードで集約することが難し

く、話題が発散する懸念もあります。これらの点は今後
さらに研究会において議論し、煮詰めていく予定です。

-最近設置されるかまたは設置予定の分科会及び研究会一

(1)「原子力用ジルコニウム合金材料の利用特性に関

する研究」

主査：東京大学朝田泰英

幹事：動力炉・核燃料開発事業団速水義孝

設置期間：平成5年11月～7年10月末

（2）「将来の火力発電技術に関する研究会」
主査：神戸大学肥爪彰夫

（3）「宇宙における発電システムと排熱技術に関する

研究会」

主 査： 神戸大学藤井照重

◇研究室紹介◇

(1)武蔵工業大学原子力研究所

所在地

研究スタッフ

大学院

〒215神奈川県川崎市麻生区王禅寺971

Tel;M4-966-6131;Fax:"4-935-6071

古浜庄一学長(所長)，大木新彦教授(副所長）

相沢乙彦教授，堀内則量教授，平井昭司教授

野崎徹也助教授，鈴木章悟講師

松本哲男講師，本多輝章講師，技術員4名

修士課程21名

原子力エネルギーの平和利用を目的に五島慶太（東急
グループ創設者、五島育英会理事長）の発案で、昭和33

年に東急原子力グループが結成され、研究用原子炉トリ
ガII型の輸入を決定した。同時に五島育英会傘下の武蔵
工大でも八木秀次学長を委員長とした研究グループが発
足した。昭和34年に原子炉設置許可が取得されると共
に、武蔵工大原子力研究所が開設され、初代所長に八木
秀次学長が就任された。昭和38年に原子炉初臨界以来、
中性子利用を主体とし数多くの分野での研究に利用され

て来た。しかし、平成元年に使用済燃料貯蔵プールの漏
水が原因で炉心タンクの外壁より腐食が進行したため、
現在原子炉を停止中である。

その間、生物照射研究、原子炉照射治療、中性子物理
の研究、RIの製造、放射化分析による微量分子の測定
および考古学への応用、地球化学や環境科学への活用、

中性子・放射線計測技術の開発、原子炉制御に関する研
究など111日広い分野で多くの成果をあげている。

医療照射に関しては原子炉室内に手術室を設け、悪性

脳腫瘍の治療照射に関して99件、皮層腫瘍（メラノー
マ）の照射に関し9件と世界に誇れる実績を有してい
る。放射線を用いたがんの治療には他の線源を利用して

行なっている例もあるが、原子炉を用いる場合には、ホ
ウ素化合物が腫瘍部に選択吸収される性質を利用し、中
性子照射によるn-a反応のアルファ線によりがん細胞だけ
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を崩壊する「ホウ素中性子捕捉療法」が有効であり、当
研究所ではこの実用化をはかり、多くの成功を得た。
放射化分析に関しては分析技術、評価技術のトータル

システムを完成させ、これを用いて微量分析を高効率に
精度よく短時間に行なう技術を確立した。薬品中の微量
分子の測定による薬学への貢献、頭髪中の微量元素の分
析による犯罪捜査等への協力、考古学に対しては古代に
於ける人類の鉄利用の検証に関する国際協力研究に参加
し新事実の発見などの成果をあげている。その他九州雲
仙普賢岳の噴火物の元素分析を行ないマグマの状況を判
定するなど地球化学への貢献も大きい、さらには依頼分
析サービスも行ない、半導体材料の微量分析をはじめ各
種の多元素分析を実施している。

昭和51年以来、全国国公私立大学協同利用研究として
開放し,平均年間300人･日を越える多数の研究者が利用し
た。

さらに研究目的だけでなく、原子力関係の技術者の会
議や教育訓練にも多大の貢献がなされており、特に本校
のみならず、他の大学、他の機関の学生や職員の体験実
習などを通して原子力開発に大きく貢献して来た。

現在炉が停止しているので炉運転に直結した研究は不
可能であり、所有している技術および研究施設を活用し

て、他大学への依頼照射をベースに、従来の研究分野を
継続発展させているが、その研究には、かなりの制限を
受けているのが現状である。しかし我が国に於いて大学

が所有している数少い原子炉の一つであり、東京都心に
最も近い位置に設けられたものだけにその役割は今後

益々重要性を増し、大学としての使命も極めて大きいも
のと考えており、本原子炉修復の暁には、中高校の先生
の体験実習、社会人の教育PAなどに活用し、特にエネ

ルギーや環境の分野に於ける研究の充実をはかり、現在
急務と言われているエネルギー分野の技術者、研究者の

育成に力を入れてゆく考えであるので、本動力エネル

ギーシステム部門の方々の一層の御協力をお願い致した
い。

◇地区だより◇

（1）中国・四国地区から

徳島大学工学部森岡斎

編集者から「地区だより」を依頼された。そこで、地
区内の会員構成について分析した結果を報告し、本地区

内について理解を深めて頂くこととしたい。日本機械学
会の中の本地区は、他とは少し変わっている。中国地区
（5区）と四国地区（6区）の二つが合わさって中国四

国支部が構成され、支部の運営が行われている。これま

で支部の中で本部門が独自に活動したことはないが、昨

年の広島での全国大会では中国地区のバブコック日立
（株）からの協力が大きかった。
このような地区における本部門の会員構成がどのよう

なものか、調べてみた。その結果が、一昨年のデータで
恐縮だが、図lである。登録順位別に、勤務する事業所

で分け、「民間企業」と「学校官庁個人」別で表した。
ごく僅かであるが勤務先を記していない会員は、大学・
高専・高校・県庁などと共に、「学校官庁個人」として
ある。本部門の特性から予想されるとおり企業内の会員
が多く、特に登録1位に多く集中している。これらの事
情は、両地区に共通に見られる。合計数でも、おおよそ
2：1となっている。

l事業社の登録会員数についてまとめたのが図2であ

l

i

｜’

I
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る。会員が10人以上は、中国地区で4事業所（ボイラ、

造船、自動車、重工業）、四国地区でl事業所（ボイ
ラ）であった。両地区には大きな事業所が少ないのであ
るが、それにしても「l事業所に1人の会員」の多いこ
とは、意外であった。このことも両地区に共通であっ

た。機械学会を支えているのは、種々の業種に渡って幅
広く分布した個人会員によるところの多いことが解っ
た。このことは、中国と四国の両地区だけの特性ではな
いように思われる。

5 区 （ 中 国地区）6区（四国地区）

実証されている優れた確実な技術をより発展的な形で組

み合わせて最適化したものである。一方、今回世界初の
ABWRの建設が、東芝、日立、GEのJVという形で
建設が進められていることは、原子力における国際協力
の象徴になっているとも言える。

現在、6,7号機の建設工事は順調に進み、6号機の鉄筋
コンクリート製格納容器も建設をほぼ終え、8月には原
子炉圧力容器が搬入され据付けられる予定である。ま

た、年内にはタービンロータも搬入されて、機械関係の

工事が最盛期を迎え、1年後には各系統の試験が開始さ
れる。

近年の建設工事では、出来るだけ作業環境の良い工場
で機器、配管などをモジュール化し大型化してサイトに

搬入し、さらに、サイトの中でもいくつかの作業環境の
良い場所で並行して作業を行い、それらをさらに大型化

し、超大型クレーンで吊込む工法が採用されている。こ

れらの工法は、品質、安全の向上に寄与すると同時に、
工期短縮にも大いに寄与している。

また、機械工事と建設工事において、互いにインター
フェースを取りつつ3D-CADを駆使し効率化を図っ

ていることも大きな特徴の1つであり、工期短縮に寄与
している。

6,7号機の建設工期は、岩盤検査から営業運転開始まで
の期間で、当初の1号機と比較すると8ヶ月短い52ヶ月

と大幅に短縮されてきている。

以上、柏崎刈羽原子力発電所の現況についての報告と
する。

(四国地区）

2040人人
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(2)柏崎刈羽原子力建設所から

東京電力株式会社
柏崎刈羽原子力建設所

機械課四方俊和

柏崎刈羽原子力発電所は、新潟県の日本海側に位置す
る柏崎市と刈羽郡刈羽村にまたがる約420万平方メートル
の敷地に建設されており、冬期は季節風が強く降雪量も
多い地域にある。

昨年8月に3号機が営業運転を開始し、現在、1,2,3,5
号機の4プラントが運転中で、4,6,7号機の3プラントが

建設中である。4号機が今年の夏に営業運転を開始する
と、合計出力550万kWの国内最大の原子力発電所とな
る。1から5号機は各々出力110万kWであるが、6,7号機は

世界初の改良型BWR(ABWR)を採用し、出力は
各々135.6万kWと大容量化を図っている。6,7号機は平成
8年、9年にそれぞれ営業運転を開始する予定であり、
7基のプラントが完成すると合計出力821.2万kWの世界
最大の原子力発電所となる。

現在建設中のABWRは、従来型BWRに対して一層
の安全性・信頼性の向上、運転性及び操作性の向上、放
射性廃棄物発生量及び放射線量の低減、経済性の向上を
図ることを目標に、10年以上にわたり電力会社と東芝、
日立、GEのBWRメーカが共同で開発したものであ

り、これまでの多くの運転、建設の経験並びに世界のB
WRの優れた技術（インターナルポンプ(RIP)の採
用、鉄筋コンクリート製格納容器(RCCV)の採用、
改良型制御棒駆動機構(FMCRD)の採用、湿分分離
加熱器の採用等々）を集結することにより、これまでに

写真lサイト全景（手前から5,6,7,4,3,2,1,号機）

(3)ドイツ、カールスルーエから

動燃事業団大洗工学センター

早船浩樹

KfK(KemforschungszentrumKarlsruhe;カールスルーエ原
子力研究所)はフランクフルトの南約150kmの町カールス

ルーエ市の郊外にあるドイツ随一の原子力研究所であ
り、約4000人が働く広大な研究所である。その研究分野
は原子力だけにはとどまらず、環境、医学等、多彩な分
野に及ぶ。筆者は、昨年9月よりKfKでの共同研究に従

事しており、その内容について紹介したい。
動燃事業団ではFBR(高速増殖炉）の崩壊熱除去系

に、冷却材（液体金属ナトリウム）の自然循環現象を積
極的に利用し、ポンプ等の動的機器に頼らない信頼性の
高い冷却機能を持たせることを目的とした研究を行なっ
ている。一方、KfKでも同様に、EFR(EuropeanFast
Reactor;欧州共同開発の高速増殖炉)に自然循環を利用し
た崩壊熱除去系を採用すべく研究が行なわれている。そ

－13‐
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こで、日独仏高速炉協定を締結し、1987年より国際協力
の下に研究が進められている。

研究は、原子炉容器を模擬した試験装置を用いた熱流

動試験を主に、熱流動解析コードの開発・検証を行なっ

ている。試験装置は、炉心、ポンプ、熱交換器等の原子
炉内の機器を精密に縮小模擬したスケールモデルであ
り、水を作動流体として用いる。試験は原子炉の運転状
態を模擬した条件で行なわれ、自然循環流動や炉心の冷

却特性が、多数設置された計測器により観測される。特
徴的なことは、スケールモデルを用いた試験を行なう際

に問題となる相似則に関するデータを取得するために、

異なる縮尺の2つの相似な試験装置（1/20スケール
wRAMONA!と1/5スケール!NEPTUN')を持つことであ

る。これら2つのスケールでの熱流動試験により、FBR
における自然循環流動、崩壊熱除去特性に関するデータ
が得られるとともに、スケール効果を確認するための

データも得られている。

また、動燃では自然循環研究に関して、KfKでの水流
動試験を行なうばかりでなく、大洗工学センターで液体
金属ナトリウムを作動流体として自然循環崩壊熱除去を

模擬した試験(PLANDTL試験）を実施中である。動燃で
はナトリウムを用い炉心冷却に着目した試験、KfKでは
水を用いた総合的な流動試験、と各々の特徴を生かした

試験が実施されている。このように、FBRの自然循環崩
壊熱除去研究は、実用化へ向けて日独の国際協力の下に
進められている。

1/20スケール試験装置'RAMONA!(筆者右から3人目）

◇部門企画の案内◇

(1)第4回動力・エネルギー技術シンポジウム
ー「動力・エネルギー技術の最前線､94」（神戸）」－

準備委員長藤井照重

上記シンポジウムが本年12月6日（火）、7日（水）
の2日間に渡って神戸国際会議場（神戸市中央区港島中
町6丁目9のl)で開催されます。これは日本機械学会
創立90周年の記念事業として行われた第1回の昭和62年
以後､‘ほぼ2年毎に開かれているものです。今回は「動
力エネルギー技術の最前線94」と題して、新発電・新
エネルギー技術、環境用エネルギー関連機器とシステム
技術および原子力発電の将来技術をテーマとして、これ
らの分野の産業界と学会の事情に詳しいオーガナイザー
によるオーガナイズ方式を取っております。l)新発
電・新エネルギー技術については、高効率発電技術、新

発電・新エネルギー利用技術や燃料電池など、現在の最
先端または次世代の発電技術を中心に、また2）環境用
エネルギー関連機器とシステム技術については、快適空
間の創出や地球環境保全の観点から動力エネルギーを捕
らえ、3）原子力発電の将来技術では次世代軽水炉技

術、新型原子炉技術および知能化・信頼性技術など新技
術または将来技術を中心にセッションを構成しました。

以上の文野について、巾広い積極的な応募を期待してお

ります。また、講演と並行して動力エネルギー関連機器
などの展示会を催すと共に、初日（6日）夜には皆様の

親睦を図るために国際会議場1階「フォンタナ」で親睦

会を行う予定です。
講演募集詳細は日本機械学会誌3月号に記載されてお

りますが、主な日程は講演及び機器展示および講演論文

集への広告などの申し込み締め切り6月10日（金）（申

込、問い合わせ先：日本機械学会Tel.03-3379-6781)、講

演原稿締め切り9月20日（火）です。

(2)72期全国大会（94/8/17～19、札幌）

の部門企画

動力エネルギは21世紀の人類の生存のため不可決の重

要な要件であり、それと同時にエネルギ源の選択によっ
ては酸性雨、温暖化などを通して地球環境に悪影響を与
え、人類の生存を危機にさらす危険性もはらんでいま

す。そこでオーガナイスドセッションとして「地球環境
保全をめざした動力エネルギシステム」を企画致しまし

た。オーガナイザは北海道大学工学部原子工学科の熊田
俊明、杉山憲一郎両先生です。連絡先はFAXO11-717-
4745、T℃lO11-716-2111です。ふるって応募下さい。従来

エネルギ分野、原子力分野、さらに新エネルギと幅広い

分野からの応募と会場での活発な討議を期待していま
す。

また基調講演としては日本原子力研究所大洗研究所長
の佐野川好母氏に「高温ガス冷却炉」という演題で御講

演いただくことと致しました。高温ガス冷却炉は冷却材
出口温度が900℃以上と高く、発電効率を40%以上の高効

率にすることが出来るのみならず、発電以外にも水素の
製造や化学プラントなどの熱源として使うことが出来、
21世紀に重要となると考えられるシステムです。水素は
燃焼にともない水を出すだけなので地球環境の保全のた
めには理想的なエネルギ源と言うことが出来ます。その

実用化をめざし、今、日本原子力研究所では高温工学試
験研究炉を大洗研究所に建設中です。その早い完成と研
究成果が期待されます。沢山の方々が講演を聞き、これ
からの動力エネルギにつき御討議下さることを期待致し
ております。（企画第2委員長田坂完 二）

●セミナー＆見学会のお知らせ●

潜水調査船'しんかい6500'と水中動力システム
日時：平成6年5月24日（火）13:00～16:30
会場：海洋科学技術センター（横須賀市）

セミナー題目・講師：

潜水調査船の動力システム
海洋科学技術センター主幹高川真一

見学対象：
「しんかい6500」、「よこすか」

海洋科学技術センター

定員：40名

参加費：無料

申込方法等：日本機械学会誌4月号会告を参照
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◇見学会の概要報告◇

"東京電力横須賀火力CO2総合研究施設

・電中研横須賀研究所”の概要報告

企画第1委員会

平成6年2月25日、当部門における今年度最後の行事
として東京電力（株）横須賀火力発電所CO2総合研究
施設および（財）電力中央研究所横須賀研究所の見学会
が開催されました。地球環境や電力問題への関心を反映
してか、珍しく早い時期に40名の定員に達し、様々な企
業、研究所、大学からの参加を得ることができました。
企画第1委員会から川合、山下、学会事務局から高橋さ
んの3名を加えた一同は、午前10時久里浜駅に集合後、
貸切バスで最初の見学先の横須賀火力に向かいました。
横須賀火力では、ビデオ等により概要説明を受けた後、
まず発電所の見学を行いました。横須賀火力の発電量は
263万kWで8台の発電機によって賄われていますが、そ
の特徴は日本で唯-COMを利用していること、原油、
重油、COMに加え、2台のガスタービンに軽油、都市
ガスと合計5種類の燃料を使用していることとのことで
す。すぐ近くにまで住宅地が広がっているなど、石炭
(COMの形で）を燃やしているにもかかわらず、極め
てクリーンな発電所という印象を受けました。この後、
同じ構内にあるCO2総合研究施設に移り、吸収法およ
び吸着法によるCO2回収実験装置、クラスレート生成
実験装置を見学しました。参加者からの質問はこれらに
よるCO2の回収と海洋処理の経済性やエネルギー損失
に集まっていたようです。午後は、バスで電中研横須賀
研究所に移動し、概要説明を受けた後、広い構内に散在
する大容量短絡試験研究設備（およびアークプラズマ応
用研究）、コンパクト架空送電線（高分子がいし）、石
炭燃焼試験設備（微紛炭用）、石炭ガス化複合発電、溶
融炭酸塩型燃料電池、セラミックガスタービン用燃焼器
の6ケ所を見学しました。このように多種多様な対象に
もかかわらず、いずれについても参加者の関心は高く、
環境保全性や将来性について多くの質問が出ていまし
た。この電中研での見学は、コンパニオンが案内しなが
ら、研究内容を説明した後、同席した研究者が質疑に答
えるという形で進められましたが、コンパニオンの方は
実に良く勉強されており、研究者以上（？）に的確で分
かり易い説明ぶりに感心させられました。
この後、逗子駅まで行って解散し、見学会は無事終了し
ました。この日の見学会が参加者に満足のいくもので
あったかどうかは良く分かりませんが、見学先の性格
上、屋外での移動や見学が多かった中で、天候に恵まれ
たのは幸いでした。最後に、多々ご迷惑をお掛けしまし
た東京電力ならびに電中研の皆様に厚く御礼申し上げま
す。 （文責山下）

原燃サイクル施設／竜飛ウインドパーク見学記

東北電力株式会社応用技術研究所
地球環境技術研究室

企画第一委員会委員斎藤喜久

10/20(水）快晴原燃サイクル施設見学
13:2075才の高齢者を含む参加者13名がJR東北本

線．三沢駅に集合した。一同は学会が用意したマイクロ
バスに乗り込み三沢市から北に40km隔てた六ヶ所村へ向
かう。間もなく右に太平洋、左に小川原湖が見え、静か
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な湖面にひっそりとたたづむ数羽の白鷺が印象に残っ
た。この地方はヤマセ（冷たい東風）が吹き抜けるため
農産物は長芋、ニンニク、大根など根菜類に限られ、地
形と風土にあった酪農が行われている。歴史書によれば
甲斐国の南部氏は源頼朝にこの地（上北～下北地方）を
拝領（1191年）し八戸に城を築いた。南部氏は甲斐での
牧場経営の手腕を発揮して、この地でも軍馬（南部駒）
の生産を行い今日もその名残を残している。この地方
の，，戸'，という地名は征夷事業の柵または牧場を意味す
るとも言われている。また、六ヶ所と言う名前は国道338
号線沿に点在する6つの地名（泊、出戸、尾敬、麿架、
平沼、倉内）に由来し、いずれも馬に関係するという。
原燃サイクル施設に近い麿架沼は太平洋につながってお
り原燃サイクル施設および国家石油備蓄基地の荷揚げ施
設がある。当日はウラン濃縮工場に原料をトラック搬入
する最中で、国道には検問所を設けるなど警備体制が敷
かれていた。14:00原燃PRセンターに到着。2年前に本
格オープンした円をモチーフにした建物は黒川紀章氏の
設計である。一同はインストラクター嬢の案内で3階の
360度の視界が開けるガラス張りの展望ホールから広大な
原燃サイクル施設を一望した。2階は原子力燃料サイク
ルを理解するための実物のウラン鉱石や燃料集合体など
が展示されていた。1階および地階は吹き抜け構造と
なっており使用済み燃料裁断装置の実物大のデモ機や低
レベル廃棄物埋設施設の実サイズの断面模型など分かり
やすく理解できる工夫が随所に見られた。PR館はオー
プン以来、予想以上の27万人の入場者があったとのこと
である。現場見学はバスを利用した。案内は東京電力か
ら出向して数カ月という笠本さんであった。事業所入口
のゲート（台東区の面積の70％に相当する740万平方メー
トルの周囲15kmを囲う強固な防護柵）を入ると事業所ビ
ルの真っ直ぐ後ろにウラン濃縮工場が見えた。工場内の
設備は企業秘密のため建物外観を見るに止まった。工場
は半地下式で、現在450t/yの能力であるが6年度には
600t/yになる予定である。2期工事は900t/yが計画されて
おり、その内450t/yの建夜工事が始まっていた。低レベル
放射性廃棄物埋没施設は平成2年に使用開始した。各地
の原子力発電所で発生する低レベル廃棄物はドラム缶に
詰めセメントで固化され（ドラム缶表面で2ミリシーベ
ルト以下）、専用コンテナ船で小川原港に陸揚される。
コンテナは專用運搬車で検査所に搬入保管され、科技庁
の検査官立会で外観検査を行い合格したものは埋設場に
運ばれる。地面を掘り下げた巨大な埋設坑（深さ約
20m、面積4万平方メートル）の底部に約6m角の鉄筋コ
ンクリート製の区画を設け、そこにドラム缶を10数段重
ねる。ドラム缶同士の隙間にはコンクリートを充填した
あとコンクリート製の蓋で覆い、その上に4m以上の土
を覆せて埋め戻す。雨水が侵入しても最低部ピットから
排水され、放射線も監視できる。埋設坑は既に15000本を
収納し、あと10年は収納可能な20万本の容量があり、最
終埋設量は300万本の計画だから約150年間は仕使用可能
ということになる。高レベル廃棄物管理施設は平成7年
度の貯蔵開始をめざして貯蔵建屋の地下部分、地上部分
の鉄骨骨組み工事の最中であり、巨大なクレーンが数基
稼働していた。ここには溶融固化した高レベル廃棄物を
ステンレス製の容器(1400本）に入れ空冷で30～50年程
度貯蔵した後、最終地下処分場に移設することになって
いる。再処理施設は今年度工事開始したばかりで、初期
段階の土木工事のみで平成12年操業開始予定。全施設の
完成までの総工事費は1兆2500億円とされており、将来
の電力エネルギーを担う巨大プロジェクトが本州最北端
の厳しい風土で繰り広げられているのを目の当たりに見
て改めて感銘を受けた。地球環境問題と表裏一体の関係
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側から迫る民家の軒先を掠めながら走るが対向車やのん
びり走るバスに行く手を阻まれて予定より30分遅れ。青
森発の特急に予約していた方々に大変迷惑をお掛けし
た。それが今回の唯一の心残りの見学会であった。

にあるエネルギー問題を考えるとき、原子力の推進は不

可欠であるが、市民意識を配慮した地道なPAが是非と

も必要である。その意味からもここに勤務する人達が地

域との共生を目指して不便な生活環境に耐えていること
に敬意を表したい。帰路は陸奥湾の落日を見ながら野辺

地経由で予定通り18時ごろ青森のホテルに投宿し、バス

運転手の推薦する郷土料理屋で各人、地酒を楽しんだ。
10/21(木）快晴竜飛ウインドパーク見学

8:00定刻に青森グリーンホテルを出発。青森市からは津

軽半島の陸奥湾沿いの280号線をたどり、蟹田町から津軽
海峡線が見え隠れする山道を通り10時少し前に竜飛岬に

到着する。秋晴れの海峡の大気は澄みわたり対岸の北海
道。松前半島の山々が間近に見え、遥けくも来たものだ
と感慨が湧く。岬は生憎、風もなく肝心の5台の風車は

止まっていた。私たちは風力発電実験棟の二階ホールで
東北電力の研究員からこれまでの運転状況と問題点など
の説明を受け、時間をオーバーして質疑応答が行われ

た。これまでの問題点としては翼回転43rpmを1500rpmに

増速する歯車騒音がある。増速機はタワーと剛結合され
ており、その振動がタワー（円筒状）に伝播し騒音とし
て空中に放出される。音響パワーレベルは100-107dB(A)
であるが210m先の民家では44-47dB(A)に減衰しており苦

情はない。今後は増速機を収納するナセル部分の振動を
構造的に改良して抑制することが課題とのことである。

平成4年3月運開以来の累積発電時間は20.844hr、発電
量：230万kWh、設備利用率19%(米国カリフォルニア州
ウインドファームは20％）となっている。この間、障害
発生件数は129回でその70％はピッチ制御の異常に関連す
るものである。障害は風速変動の著しい強風(9-20m/sの
範囲で毎秒3-4m/sの風速変化がある場合）時にピッチ角

変化が追従できず、翼に過大トルクが発生するため発生
電力の変動が150kW程度から一気に300kW以上に激増し
保護装置が動作して非常停止するものである。原因の一
つに翼ピッチ角変換部軸受の潤滑不良があり、面軸受か
らコロガリ軸受に改造した。翼はGFRP製で重量は約3
ton/基で、冬期間の着氷雪は皆無であるが安全を考慮して
6年毎に取り替える計画である。今後は平成7年度に東
北電力で300kW×5台を増設し、平成8年度にNEDOで
500kW×1台を設置し試験を開始する予定である。現設備
の建設費は約10億円、発電コストは実績から46円/kWh、
稼働率のよい1，2号基に限定すれば30円/kWh程度とのこ
と。見学の後、昼食は岬に近い旅館岬荘でウニ丼と捕れ
たてのイカ刺しで空腹を満たし、展望台で秋晴れの穏や

かな海峡風景を楽しんだ。岬には望遠鏡や望遠カメラを
持ったアウトドアスタイルの人達が空を眺めていた。尋
ねてみると、今は渡り鳥の季節で烏の種類と数を記録し
ているとのことである。野帳には、チョウゲンボウ、ノ
スリ、タカなどの名前があった。ふと振り返ると、少し
風が出てきたのか1台の風車がゆっくりと回っており、
期せずして会員の中から喚声が上がった。帰路は今別か
ら海沿いの国道280号線を辿ることにし、運転手が旅のつ
れづれにと珍しい「歩く国道339号」の散策を勧めてくれ
た。竜飛岬の日本海側の小泊村からの国道（339号）は岬
の側を通って太平洋側に通じているが、車の通れる国道
とは別に展望台の脇から岬下の太平洋側の部落まで歩道
が続いている。面白いのはその歩道に339号の国道標識が
所々に立っていることである。歩いてみると、海に向
かって駆け降りるような歩道は岬の急斜面を曲がりくね

り約50m下の民家の裏庭で終る。そこから村落の狭い路
地裏を通り抜けると突然、舗装した国道280号線に突き当
たった。会員の多くはその珍しさにシャッターを押して
いた。この辺は崖地が海に落ち込み、猫の額ほどの土地
にしがみつくように村落が点在している。バスは道の両

●講習会のお知らせ●

エネルギー変換の先端技術

日時：平成6年6月9日（木）9:30～16:40

会場：川崎市産業振興会館

題目、講師

l.固体酸化物燃料電池の現状と課題

物質工学工業技術研究所土器屋正之

2．水素燃焼タービン開発の現状と今後の課題

機械技術研究所濱純

3．クローズドサイクルMHD発電の技術と現状

東京工業大学塩田進
4．熱電変換が拓く高性能発電技術

東京工業大学越後亮三

5．太陽光発電技術の最近の進歩
大阪大学浜川圭弘

定員：80名

聴講料：会員、協賛会員10,000円（学生員3,000円）
会員外20,000円（一般学生6,000円）

申込方法等詳細：日本機械学会誌4月号会告を参照

I

-ISO.TC208産業用タービンの規格の動きについて－

横浜国立大学秋葉雅史

当部門か関係する規格は主に日本工業標準いわゆるJISであるか、動

力エネルギーという公共性を帯びた技術の性質上、多くの法律や制令の

規制を受けているのは当然である。

諸外国においても国家の規格や標準かあるが、その他に米国機械学会

(ASME)、米国石油連盟(API)、米国電機製造者協会(NEMA)など団体によ

る権威ある標準が発行されており、多くの機会に使用されている。

国際規格としてはISO(InternationalOTganizationforStandard)と正C

(InlernationalElectrotechnicalCommision)が関連しているか、我が国

の方針としては積極的に参加し、制定に参画すると共に、制定された規

格はJISに取入れることになっている。いずれの機構においても、ある

国から制定の提案があった場合、所定の数の国(ISOでは5ｹ国）か賛成

し運営会議で承認されると、T℃(TechnicalCommitlee)が設立され作業

が始まる。その時点で工業技術院標準部に連絡され、関係団体の意見を

聴取した上で日本工業標準委員会長名(JISC会長山下勇氏）で参画を

通知する。そして直ちに国内対策委員会か結成され、国内で活動を開始

するのか通例である。

さて、従来より蒸気タービンについてはIEC-TC5かあり、国内取り纏

めは火力原子力技術協会（委員長植田辰洋東大名誉教授）でガスタービ

ンについてはISO-TC192日本内燃機関連合（委員長皿青木千明氏）が

ある。今回ドイツを中心に提案されたTC208は産業用の中小型、発電所

用の機器駆動用の蒸気タービンと燃焼器をもたないエキスパンダーか含

まれている。当初提案は日本・米国か内容の重複などで反対し否決され

たか、再提案され結局米国の不参加のま齢活動を開始した。わか国は事

務局として火力原子力発電技術協会、国内委員会（各社より18名の委

員、委員長秋葉雅史横浜国立大学教授）か結成された。

第1回会議はフランクフルトで93年12月2日に開催され委員長として

ジーメンス社のトロスト博士が選出された。第2回は本年6月12日に開

催されるが、内容や背景については今後報告する。

’
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編集後記
編集委員並びに会員のご協力により、本号も非常に盛りだく

さんな内容になり、今期の所属委員会、編集委員、並びに依

頼した原稿の一部の掲載が不可能になりました。お許しくだ

さい。次号に掲載致します。具体的な作業行程中の手違いに

より、会員の手元に8号が届くのが遅くなりました。原稿執

筆して頂いた関係諸兄並びに発行に協力して頂いた方々に感

謝します。(O)
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